
� はじめに

大橋英五先生 (立教大学総長, 同大学経済学部教授｡ 以下, 大橋教授と呼ぶ｡) は, 立教大

学で学んだのち, 研究者として学界で活動を開始してからは, 立教大学の枠を超え, 日本の会

計学・経営分析論の深化・発展の担い手として, また先輩研究者と若手研究者の間の橋渡しを

おこなう媒介者として, さらに若手研究者を集めて日本の会計学研究の力を高め方向づける一

リーダーとして活躍をつづけ, 今日に至っている｡ 大橋教授は, 立教大学では現在, 大学全体

の舵とりの大役を務めている｡ 大橋教授が研究者として, また大学人としてこれまでに担った

役割はきわめて大きいといえる｡ また教授の研究者・教育者としての足跡をたどると, これか

らの学界・教育界を担うべき後進にとって参考にすべきことが多いと思われる｡

そこで本稿では, 大橋教授の人と学問について紹介するとともに, 教授がこれまでに築いて

きた会計学および経営分析論における研究業績を日本の学界は今後いかに継承し発展させるべ

きかに関する課題を提起したい｡� 略歴と人柄

大橋教授は����年��月, 愛知県名古屋市に生まれ, ����年３月に立教大学経済学部経済学科
を卒業後, 同大学大学院経済学研究科修士課程, ついで同博士課程に進み, ����年４月に神奈
川大学経済学部専任講師に就任, その後同大学助教授を経て, ����年４月に立教大学経済学部
助教授として母校に戻られ, ����年４月に同大学同学部教授に就任された｡ その後立教大学の
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行政職として, ����年度に経済学科長, ����年度と����年度から二回にわたって経済学部長兼
経済学研究科委員長を務めた後, ����年５月に立教大学総長に就任 (４年間), ����年７月に
日本私立大学連盟常務理事に就任 (４年間), ����年に立教大学総長に再任され, 今日に至っ
ている｡

大橋教授の人柄の特長は, つねにユーモアをもって場の雰囲気を和ませるとともに, 不正や

いい加減さに直面すると, これに対して徹底的に批判し挑戦するという姿勢を貫くところにあ

ることは, 熊谷重勝教授の文章に的確に記されており１), また日頃から教授と親しく交わって

いる人々が共通してもつ印象であろうと思われる｡

筆者の体験についていうと, 関東会計研究会が毎月開催する研究報告会において大橋教授と

何度か同席したことがあるが, そのたびに, 報告に対する質問およびそれにつづく討論で, 大

橋教授がユーモアを忘れることなく, 報告者の研究テーマと研究方法に関心を示し, その報告

の論理体系に内在しながら鋭い批判を投げかけ, そのうえで建設的なコメント・助言を提示し

ていたことを思い出す｡ 批判とは, 論者の言説の欠点を単に論難することではなく, 最も根源

的には, より大きな理論体系の中にその言説を位置づけてみせることであるといえるが, 大橋

教授は, このような意味における 〈批判〉 を実践する人である｡

また同研究会は, 二次会 (懇親会) でも活発な議論が交わされることが多いが, ある回の二

次会で, 筆者が大橋教授に対し, 企業簿記の構造原理を説明するための理論 (勘定学説と呼ば

れる) として��世紀までは通用した学説 (人的勘定学説) をとりあげて, この学説は一定の制
約があるとはいえ現代の簿記原理にも適用できる可能性があるのではないか, と議論を挑んだ

ところ, 教授は筆者の意をただちに汲んで, 筆者の主張を含むような現代勘定学説を展開しよ

うと試みた｡ 筆者はそのとき, 大橋教授は, 学問上の旺盛な好奇心をもつとともに, 一見矛盾

すると思われるような異論をも体系内に位置づけて全体の論理を組み立てていくという 〈総

合〉 への指向をつよくもつ研究者であると思った２)｡

このような人柄は, 大橋教授のもつ高い教育力の源ともなっていると思われる｡ 教授の経営

分析論の講義を聴いた学生がアンケートに, ｢大学の講義がみんな大橋先生のようだったらい

いのに……｣ という感想を書いたというエピソードを熊谷教授は紹介している３)｡ 大橋教授は,

また教育における啓蒙家でもある｡ 教授のそのような姿勢がよくあらわれている著書のひとつ

は 『先生教えて！ はじめて学ぶ会計のしくみ』 (唯学書房, ����年) である｡
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１) 熊谷重勝 ｢大橋英五先生の人と学問｣, 小栗崇資・熊谷重勝・陣内良昭・村井秀樹編 『[還暦記念]

坂口康先生・大橋英五先生・勝山進先生 国際会計基準を考える 変わる会計と経済』 大月書店,����年, �‒�ページ｡
２) 大橋教授は, 世代の異なる研究者間の研究の橋渡しにも総合の力を発揮し, 山口孝・敷田禮二先生

還暦記念 『批判会計学の展開』 (ミネルヴァ書房, ����年), 森章・山本繁・成田修身・近藤禎夫先生
還暦記念 『社会と会計』 (大月書店, ����年) などの成果を残している｡
３) 熊谷, 前掲稿, �ページ｡



同書のはしがきは, つぎの文章で始まっている｡ ｢会計と私たちの暮らしは大きくかかわっ

ています｡ 会計は, 会計の専門家のためだけのものではありません｡ 本書では会計と, 会社

(企業), 経済, 社会, また私たちの暮らしとのかかわりについて考えてみました｡ [改行] 暮

らしのなかで, 会社 (企業), 経済, 社会についてのフシギなことはありませんか｡ きっと,

すでに中学生のころからちょっとした疑問, フシギなことがあったのではないでしょうか｡ 会

計のしくみを学ぶことで, こうしたフシギについて会計の視点から考えましょう｣ (３ページ)｡

そしてそのはしがきは, つぎの言葉で結ばれている｡ ｢中学生, 高校生, 大学生, ビジネスマ

ン, さらに現役を引かれた高齢の方, また主婦など, 会計の知識はとぼしくても, 会計に少し

でも関心があるすべての人たちに本書を読んでいただきたいと思っています｣ (４ページ)｡ こ

こには, 会計学者としての大橋教授の誠意と自信があらわれていると筆者は思う｡

この書物のなかで大橋教授は, 自らが会計学を志して会計学者となるまでの過程を, 他の著

作のどれよりも詳しく語っている (��‒��ページ)｡ 同書の第２章 ｢ボクが会計学を学んだ理由｣
の第１節 ｢中学生のころの父への質問｣ で, 二つの問いが書かれている｡ 一つは, ｢父の経営

する工場からわかったこと｣ であり, 名古屋 (瀬戸, 岐阜県の多治見・中津川等) で作られた

洋陶器のうわ絵付けの工場を経営し, 繁盛して休む間もなく働いていた父に対し, ｢もっと工

場をつくって, 大量生産したらどうなの？｣ と尋ねた問いである｡ 父は, ｢工場を大きくする

ことはできるが, 景気が悪くなって, 注文が減ったら, 費用がかかって大変になるんだよ｡｣

と答えた｡ その後, 実際に景気の変動のなかで注文が減って老舗の企業がいくつか倒産したと,

大橋教授は書き添えている｡

二つめの問いは, ｢大工さんの仕事からわかったこと｣ であり, 実家の増築・新築の際に工

事を請け負った建設会社の作業を観察しながら, 父に対して, 建設会社はなぜ別の独立した職

人に仕事をたのみ, 自ら ｢職人さんを雇って仕事をしないの？ そうすれば仕事が増えるのに｣

と尋ねた問いである｡ 父は, ｢仕事が減ったときに, 多くの職人さんをかかえて売上は減るの

に職人さんの給料などの費用がかかって, 大変なことになるんだよ｣ と答えた｡ 大橋教授は,

会計学や経営学に関心をもつようになったのはこのころからであると述懐している４)｡

同章の第２節 ｢江戸時代の日本に西洋と同じ簿記があった｣ では, 西洋の簿記が日本に伝わ

ったのは, 本格的には, ブライアント, ストラットン (�����������������) の書物の福
沢諭吉による翻訳書 『帳合之法』 (����年) およびイギリス人銀行家アラン・シャンド (��������������������) の草案による 『銀行簿記精法』 (����年, 大蔵省から刊行) によって始
まることを指摘したうえで, しかし実質的な簿記の構造をみると, 江戸時代の日本にすでにか

なり一般的に複式簿記の計算構造が成立していたと大橋教授は主張する (��ページ)｡ その根
拠は, 小倉栄一郎教授が 『江州中井家帖合の法』 (ミネルヴァ書房, ����年) で明らかにした
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４) 大橋英五 『経営分析』 (大月書店, ����年) の��ページでもこれら二つの ｢父への質問｣ が紹介さ

れている｡



ように, 江州 (滋賀県近江)・中井家の帳簿が, 複式簿記の構造をもった固有の簿記で, 支店

の管理や能率向上のための会計としての合理的な体系であったことに求められている｡ 大橋教

授は, 大学院に入学してから小倉教授の研究を学び, ｢日本でも商業活動が発展してくると,

その担い手の工夫のなかでごく自然に複式簿記が成立してくるものである｣ ことがわかり,

｢このことがおもしろくて, じっくりと日本の企業の会計について研究をしようと思った｣ (��
ページ) と述べている｡ 小倉教授の著作との出会いが大橋教授の簿記理論・簿記発展論の理解

を根底から規定しているといえる５)｡

同章の第３節 ｢学問は輸入するだけでいいのかな？｣ では, 大橋教授が大学生になった����
年のはじめごろは, 会計学・経営学はまだ輸入学問の域を出ないで, 大学の講義も多くはヨー

ロッパやアメリカの企業の事例を取り上げるものであったけれども, ����年代には日本の企業,
制度は大きく発展し, 世界的な水準に近づいてきていたので, 教授自身は, ｢そうだ！ これか

らは, 日本の企業はどんな会計をやっているか, 自分で確かめてみよう｣, ｢会計は, 本当はど

うなっているか, 自分で確かめてみよう｣ (��ページ) と思ったことが会計学研究に進むきっ
かけになったと述べている｡

大橋教授は, 同書のコラムのなかで, ｢ボクの先生｣ (��, ��, ��) という項を設け, 立教大
学の学部・大学院時代に影響を受けた三人の先生の思い出を記している｡ �� は宮川宗弘先生

である (��ページ)｡ そのなかで大橋教授は, 大学２年になって宮川教授の経営管理論のゼミ
ナールに入り, ゼミ生の報告に対して宮川教授が ｢どうしてそういう結論になるの？ 他の結

論だって考えられるんじゃないの？｣ と指摘する姿を見て, 自由にいろいろなことを考え, そ

れを発表していいのだと思ったという｡�� は敷田禮二先生である (��ページ)｡ 大学院に進んで敷田教授の予算統制論の授業に参加
し, 同教授のもとで研究会や出版の企画��件に参加したこと, 原稿が遅れがちなときに, ｢君
の原稿の提出が遅れると, その時間を埋め合わせるために印刷工が徹夜して仕事をすることに

なるんだよ｡ がんばって約束を守りなさい｣ と言われたこと, そしてこの言葉が大切ないまし

めの言葉となったことが述べられている｡�� は高橋昭三先生である (���ページ)｡ 大橋教授は大学院で高橋教授が担当する経営財務
論の授業に参加し, 株式会社のしくみ, 株主の構成, 株式価格形成などの理論を学んだ｡ 当時

の立教大学経済学部は, 経済学関係の科目, 経営学関係の科目, 会計学関係の科目等が広い範

囲で展開されていて, それらの科目は大きな枠組みで考えるとそれぞれがからみ合っており,

大学院でいろいろな先生から指導をうけたことが研究の幅を広げるのに役立ったと大橋教授は
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５) 敷田禮二編 『企業簿記批判』 (ミネルヴァ書房, ����年) 第７章 ｢複式簿記の歴史｣ (大橋英五分担
執筆), および敷田禮二編 『資本主義と簿記』 (ミネルヴァ書房, ����年) の第７章 ｢複式簿記の歴史｣
(大橋英五分担執筆) のなかでも, ｢江州中井家の帳合｣ の項を設け, 資本の計算としてそれが高い合

理性をもっていたことを詳細に論じている｡



述べている｡ 会社 (企業) と経済のかかわりについて, 高橋教授は, 会社 (企業) それ自身の

分析は経済全体の分析とそれなりに切りはなしても分析できるという視点で研究をすすめる｡

これに対し, 宮川教授および敷田教授は, 経済全体の分析と会社の分析は一体のものとしてお

こなうべきだと考える｡ 大橋教授は, ｢さまざまな考え方をもつ先生のもとで勉強し, 会計の

実態を分析しながら, 自分の考えをめぐらすのがとても楽しかった｣ と書いている｡

大橋教授の学問の基礎は, 中学生のころからいち早く社会や企業に対して鋭い問題意識をも

ちえた資質と環境, および立教大学に進んでからは, 経済学部・経済学研究科の教育体系と優

れた教授陣の指導によって培われたものと言える｡ これらの基礎をもとにして, とりわけ減価

償却論を起点とする大橋教授の会計学および経営分析論が展開されていった｡� 会計観

大橋教授の会計観は, 減価償却および経営分析に関する多くの一連の著作のなかで少しずつ

精緻化されていき６), 『経営分析』 (大月書店, ����年) のなかで最もわかりやすい形で体系的
に示されている７)｡ そこで, 同書 (��ページ) に示されたつぎの第１‒１図 ｢会計の機能｣ に

もとづいて, 大橋教授が考える ｢総体としての会計｣ を説明してみたい｡
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６) 大橋英五他 『企業分析と会計』 (学文社, ����年) の第２章 ｢収益と費用｣ のなかで, すでに大橋

教授は, 会計がもつ企業活動の統制的管理的な機能と公表のための政策的弾力的な機能を統一的に理

解すべきことを指摘している (���‒���ページ)｡
７) 大橋英五 『経営分析』 大月書店, ����年, �‒��ページ｡ なお, 同書は, 大橋英五 『現代企業と経営
分析』 (大月書店, ����年) の改訂版として刊行されたものである｡

総体としての会計
・企業活動を総合的に統制・管理
・蓄積計画を遂行

公表会計 (財務会計)
・利益の費用化などによる利益確保の促進
・利益の拡大の根拠

実質的な会計
・企業活動の実質的な認識による
統制・管理

目標としての管理会計
・企業活動を目標化し, より高い
利益の実現

第１‒１図 会計の機能



大橋教授は, まず経営分析が直接的かつ具体的に, また中心的に分析の対象とするものは貸

借対照表や損益計算書などによって公表される会計, すなわち ｢公表会計｣ であるという認識

に立つ｡ この公表会計は, ｢公表することの役割や機能をはたすために, 基本的には企業の利

益を正確に計算するという建前のもとで, 現実には利益を小さく表示して, その利益を企業内

に留保し高蓄積をすすめていく｣ (４ページ) という性格をもち, 今日ではきわめて政策的,

恣意的に実施されているが, ｢これは一方では, 現実の資本の運動を反映した結果でもある｣

と大橋教授は指摘する｡ そして会計には, 第１‒１図に示すように, ｢本来的な資本運動の観念

的な模写としての側面 (本来の会計, 実質的な会計数値)｣ と, ｢会計的・金融的術策としての

資本活動の一環としての側面 (公表会計, 公表会計数値)｣ があり, この両者を総括し, ｢管理

会計 (目標としての数値)｣ さらに設備投資および投融資計画などもふまえた ｢総括的な計数

管理としての会計 (総体としての会計)｣ が, 今日の独占資本の運動を模写し総括していると,

大橋教授は考える８)｡ 教授がとくに強調するのは, ｢予算統制, 利益計画などの管理会計にも

とづく合理化計画, さらに公表会計にもとづく自己資金の創出の計画は, 企業の蓄積の計画で

ある設備投資および投融資の計画と一体となって機能しており, 管理会計および財務会計によ

る企業活動の統制は, 全一体となって展開されている｣ ことであり, さらに, ｢目標をテコと

した企業活動の統制は, 個別企業の範囲にとどまらず, 独占的な大企業が系列子会社を管理,

統制するための重要な手段として機能すると同時に, また系列子会社を利用した独占的な大企

業の公表会計 (利益の分散などによる利益縮小表示) が実施され, 会計は, 総体としての独占

資本の蓄積をすすめるという役割をはたしている｣ (��‒��ページ) ことである｡
現実の総体としての会計を以上のようにとらえたうえで, 大橋教授は, ｢今日の独占的な大

企業の減価償却ひいては会計についての分析は, 利益の費用化による子会社も含めた蓄積計画,

具体的には設備投資と資金の確保の計画を明らかにすることによって十全に展開されうる｡ 現

実の社会状況からかけはなれた過大な費用計上に対する批判は, たんに会計上の見地からなさ

れるのみではなく, 企業の蓄積を規定している経済成長についての政策・産業政策, さらに個

々の企業の蓄積計画である設備投資および投融資の計画への具体的な批判を視野に入れて展開

されなければならない｣ (��ページ) と主張する｡ ここには総体としての会計を, 系列子会社
を含む独占的大企業の実際の活動の総体と関連させて把握しようとする総合化への指向があら

われている｡

周知のように, 日本では����年代の初頭以降, 資本制企業の会計を批判的に分析しようと試
みる批判会計学が日本固有の理論として発展し, いくつかの会計学方法論争をへて今日に至っ

ているが, そのなかの重要な論争の一つは, 大橋教授のいう ｢実質的な会計｣ (企業活動の実
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８) 大橋教授は, 会計数値は３つあると指摘する｡ 原価についていえば, それは ｢標準原価｣, ｢実際の

原価｣, ｢公表された原価｣ (同上, ９ページ) であり, これとの対応で利益についていえば, ｢目標値｣,

｢実際値｣, ｢公表値｣ (大橋 『先生教えて！ 初めて学ぶ会計のしくみ』 ���ページ) である｡



質的な認識による統制・管理) と ｢公表会計 (財務会計)｣ (利益の費用化などによる利益確保

の促進) の関係をどのようにとらえるかに関わるものであった９)｡ このいわば二項対立的な構

図に対して, 大橋教授は, 現実の企業活動を目標化し, より高い利益の実現をすすめる ｢目標

としての管理会計｣ を第三の項として措定し, これらを総括して企業活動を総合的に統制・管

理するものとして ｢総体としての会計｣ を構想した｡ 総体としての会計を根本的に規定するも

のは ｢蓄積計画｣ である｡ 大橋教授が到達したこの会計観は, 企業にとってとりわけ多額の資

金を要する設備投資に関する会計, なかんずく減価償却論から会計学の研究を開始した大橋会

計学のひとつの自然な帰結であるということができる｡� 減価償却の研究

大橋教授は, 大学院修士課程において減価償却の理論的な研究を開始し, その後, 減価償却

研究の対象を広げ, 海運業, 電力業, 私鉄業, 自動車産業, 航空業, 鉄鋼業, 石油化学産業の

それぞれを代表するような大企業の減価償却の実態について, 膨大な資料を駆使して克明に分

析を重ねていく｡ その長きにわたる減価償却研究の成果は, 主著のひとつである 『独占企業と

減価償却』 (大月書店, ����年) として刊行されている｡
同書の序文で, 大橋教授は, 自らの減価償却観についてつぎのように記述している｡ ｢減価

償却は, 設備資産についてのたんなる会計上の処理ではなく, 国民生活と密接にかかわってい

る企業の高蓄積の実現, さらに, 高蓄積を実現するための経済政策の展開を具体的に担ってい

る｡ たとえば, 公共料金 (電気料金, 私鉄運賃等) の値上げ, 企業への莫大な補助金, 大規模

な設備投資の実施, その他さまざまな 『合理化』, さらに企業への免税, 配当の削減等の問題

を, 減価償却の分析を欠いて理解することはできない｡ 今日の独占的な大企業の実態を理解す

るためには, 減価償却の分析が不可欠である｣ (�ページ)｡
減価償却をこのようにとらえる大橋教授は, それ以前の減価償却論の方法を批判し, ｢従来

の減価償却についての研究は, 観念的な会計理論の枠のなかで, また抽象的な経済理論の枠の

なかで論じられてきた｡ したがって, 現実に減価償却が担っている重要なほとんどすべての問

題が見過ごされてきたといっても過言ではない｡ 減価償却を資本の蓄積構造の一環として具体

的に認識することによって, 減価償却の本質が明らかになると考える｡｣ (同上) と述べている｡

したがって同書は, 日本の ｢独占的な大企業の減価償却の実態｣ と ｢その現実的な機能｣ を分

析し, ｢減価償却制度が企業の資本の蓄積構造を形成するためにどのように展開されてきたか｣

大橋英五先生の人と学問 ���

９) 日本の批判会計学の特徴および会計学方法論上の論争については, たとえば陣内良昭 ｢日本におけ

る批判会計学の現代的意義｣ 『会計』 第���巻第１号, ����年１月, 同 ｢わが国における批判会計学の
理論と構造｣ 成田修身編著 『企業会計の構造と変貌』 ミネルヴァ書房, ����年, 第２章所収, 同 ｢会
計学の対象としての会計的方法について｣ 『東京経大学会誌』 ���号, ����年３月等を参照｡



(同上) を明らかにすることを目指しており, つぎのような篇および章によって構成されてい

る｡

まず, 序章 ｢減価償却制度と資本蓄積構造｣ で, 減価償却論を展開するための方法論的な基

礎が示される｡ これにつぎの三つの篇 (全部で��章からなる) がつづく｡
第一篇 ｢戦前における減価償却制度の導入｣ では, 減価償却が導入の当初から資本蓄積に積

極的に機能したこと, および海運, 電力, 私鉄, 自動車の諸企業においては, 減価償却が経営

諸政策を展開するにあたって ｢企業資本の充実｣ という視点から実施されたことが示されてい

る｡

第二篇 ｢戦後過大償却制度の確立｣ では, 電力, 鉄鋼, 自動車の諸企業における, 資産再評

価による償却費の拡大, 耐用年数の政策的な短縮, 租税特別措置法の特別償却等による過大償

却制度の確立過程が分析されている｡

第三篇 ｢独占企業の減価償却と高蓄積｣ は, 電力企業では, 過大償却が総括原価の水増し,

電力料金値上げの根拠とされ, また独占的な高利潤を留保して合理化のための資金源泉を確保

したこと, 海運企業では, 過大償却を基準化することにより減価償却不足を根拠として利子補

給, 集約化等の海運政策を導入したことを明らかにしている｡ さらに, 石油化学企業における

装置の大型化, 操業度の変動に対して果たした減価償却の役割が, 私鉄企業における蓄積計画

の一環としての減価償却の機能が, さらに自動車企業における資本の蓄積構造と企業の資金循

環構造に対する減価償却の関係が分析されている｡

以上から明らかなように, 同書は, 減価償却を単なる会計処理上の問題として狭くとらえる

のではなく, 独占的な大企業の減価償却が, その企業の資本蓄積 (とくに蓄積計画) と資金循

環に影響を与え, 広くは産業の成立および再編成, さらに日本経済の成長についての政策, 産

業政策との関連で成立し機能していることを明らかにしており, 会計, 経営の研究に対しての

みならず, より広く日本経済史や日本資本主義分析にも多くの示唆を与えるものであるが, 筆

者は, 同書の特筆すべき点としてつぎの三つをあげておきたい｡

第一は, ｢過大償却は, 減価償却費を拡大することによって製品価格, 料金などの値上げの

根拠, 賃金の抑制, 原材料の買いたたき, 外注加工賃の引き下げなどの 『合理化』 の根拠, さ

らに補助金の導入をともなうような産業政策の導入の根拠を創出し, 企業の利潤源泉を拡大す

る｡ また過大な償却は, 利益を費用化して拡大した利潤を配当, 租税によって企業外に流出さ

せることなく, 企業内に蓄積する機能を果たす｣ ことを示した上で, ｢ところが, このような

資本の蓄積構造が個々の企業の視点では資金の循環構造として認識され, 現実の減価償却計算

は, 企業の蓄積にとって計画化された内部資金を確保するものとして実施されている｣ (�ペ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

ージ, 傍点は引用者) と指摘していることである｡ 大橋教授の会計観における ｢総体としての

会計｣ の根幹をなす ｢蓄積計画｣ の位置づけは, すでに同書で明確に示されている｡

第二は, 減価償却の資本蓄積機能が不変ではないことを指摘し, 独占的な大企業の強蓄積の
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構造のなかで減価償却の機能を的確に位置づけたことである｡ 大橋教授は, 自動車企業を例に

とり, 高度経済成長期の減価償却基金による設備資産の拡大という図式は経済成長率の低下に

ともなって破綻することを指摘し, ｢設備投資の水準が低下することによって, 減価償却基金

の創出は縮小する｡ しかしながら, その後も, 海外への輸出を中心に生産量を拡大することに

よって高収益を実現するが, これを引当金, 別途積立金等によって留保することによって資金

を確保した｡ これらの資金は, 関連子会社等への投資, 融資に投下され, 莫大な投資利益を実

現するにいたった｡ また, 増資にともなう株式プレミアムを取得することによって強蓄積をす

すめている｡｣ (���ページ) と述べ, ｢短期, 加速度償却による強蓄積の構造は, 拡大し続ける
設備投資と独占的な高利潤が前提となるのであって, 設備投資の水準が低下することによって

限界につきあたり, 企業は設備の高操業, 投資利益の拡大, 株式プレミアムの取得等によって

高利潤を維持し, これを引当金等の会計処理によって留保する｡｣ (同上) と指摘している｡

企業の利益の源泉には生産過程と資本所有関係の二つがあって, 企業会計もそれぞれの利益

源泉によって規定されることを指摘したのは木村和三郎教授であるが��), 大橋教授のいう ｢設

備の高操業｣ による利益は前者の源泉に, ｢投資利益の拡大｣ と ｢株式プレミアムの取得｣ は

後者の源泉に属することは言うまでもない｡ 企業の強蓄積の特徴は, 経済の成長期であれ停滞

期であれ, これら二つの利益源泉を最大限に生かしてまず高利潤を実現することを目指すとと

もに, 会計のうえでも, それぞれに対応する会計諸規定を最大限に活用して利潤の企業内留保

を図ろうとすることであろう｡

第三は, 今日の独占的な大企業の減価償却に対する批判は, ｢わが国の経済成長についての

政策, 産業政策, さらにそのもとで展開される企業の設備投資および投融資とその資金の確保

への計画への具体的な批判を視野にいれて展開されなければならないこと｣ (���ページ) を示
したことである｡ 大企業批判に関する大橋教授のこの考えは, のちの会計学および経営分析の

研究においても貫いている｡� 経営分析の研究

減価償却研究から出発した大橋教授は, その研究成果をふまえつつ研究の対象を広げて, 経

営分析にすすみ, 大月書店の大企業分析シリーズの編集および執筆を精力的におこなってい

る��)｡ これらの企業分析, 産業分析の成果のひとつとして, 大橋教授は 『現代企業と経営分析』

大橋英五先生の人と学問 ���

��) 木村和三郎 『科学としての会計学』 (上), 有斐閣, ����年, ���‒���ページ｡��) 『日本のビッグ・ビジネス』 全��巻 (大月書店, ����～����年), 『日本のビッグ・インダストリー』
全８巻 (大月書店, ����～����年)｡ 大橋教授はこのうち, 『日立・東芝』 (ビッグ・ビジネス⑦, ����
年), 『日本航空・全日空』 (ビッグ・ビジネス⑬, ����年), 『金融』 (ビッグ・インダストリー⑥,����年) の執筆に携わっている｡



(大月書店, ����年) という優れたテキストを刊行している��)｡ 同書は����年に改訂され, 『経
営分析』 (大月書店, ����年) としてあらためて刊行された｡ この 『経営分析』 という書物に

大橋教授の到達した経営分析の考え方がもっともよくあらわれていると思われるので, 同書に

もとづいて, 大橋教授の経営分析論の特徴を検討してみたい｡

まず, 経営分析の視点について, 高度経済成長はすでに��年あまり前に破綻し, ����年代以
降, 産業, 経済の再編成が急速にすすんできている状況のなかで, 生き残りのための企業戦略

がすすめられていることを指摘したあと, そのような企業戦略は, ｢正しい方向｣ に向かって

いるであろうかと大橋教授は問う｡ そして, ｢今日の独占的な大企業は, 激動する社会・経済

状況のなかで, 人員削減, 下請け整理という合理化, 海外進出による貿易摩擦, 日本産業の空

洞化をすすめ, 企業の繁栄と拡大をめざしている｡ このような企業の繁栄は, 労働者, 中小企

業, 消費者の犠牲によってなされており, 真の企業再構築とはいえないであろう｡ 企業の再構

築の方向は, 企業の存立が経済・産業のなかで, また世界のなかで, 豊かな安定した国民の生

活をもたらすものでなければ, それは正しい方向とはいえないであろう｡ そして, このために,

経済政策, 産業政策と一体となった企業基盤の確立がすすめられなければならないであろう｡｣

(�ページ) と述べて, 同書がよってたつ視点を明らかにする｡ そして, 大橋教授の経営分析
は, 個々の利害の立場のみを優先するものではなく, ｢全体的・総合的な立場から, 企業の長

期的・安定的な存立を考えるという科学的な内容となっている｡ そのため, 本書での経営分析

の考え方・仕方は, 産業・経済の実態分析といった学術研究の視点からの企業の分析にとって

もちろんのこと, たとえば株主, 債権者, 労働者, 消費者また企業の競争相手などが, 実社会

の実務において企業の正確な実態を把握するための経営分析にとって, 有効な内容となってい

るものと自負している｡｣ (同上) と教授は述べている｡

同書は, ５つの篇からなり, 第１篇で経営分析の視点と目的が, 大橋教授の会計観と関連し

て説明され, あわせて現代の企業の特徴的傾向が概説されている｡ 第２篇で損益計算書と貸借

対照表のしくみが, 第３篇で企業の利益に関して, 利益の費用化と資本化の論理, 資本利益率

の意義, およびキャッシュ・フロー計算書のしくみが, 第４篇で損益分岐点分析, 付加価値分

析と合理化の関係, および原価の水増しによる価格設定が, 第５篇で資金分析と内部留保分析

がとりあげられ, 詳しく解説されている｡ また, 学習者の便宜のため, 企業の経営分析を同書

にしたがって行うさいに用いる��種類の分析表のひな形が巻末に付録として付されている｡
同書は, 経営分析における資本利益率の計算に関して斬新な考え方と手法を提示している

(���‒���ページ)｡ それは二つの分解または分析の手続きからなる｡ 一つは, 今日の企業活動
が本来の営業活動に加えて, 金融活動が大きな比重を占めるようになってきたことに対応して,

企業全体の活動の結果である総資本利益率を, 営業活動の結果である営業資産利益率と金融活
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��) 経営分析に関する大橋教授の著作には, その他に, 敷田禮二・大橋英五編著 『企業再構築と経営分
析』 (ミネルヴァ書房, ����年), 大橋英五編 『現代産業と経営分析』 (多賀出版, ����年) 等がある｡



動の結果である金融資産利益率に分解することである｡ もう一つは, 企業の財務諸表によって

提供される公表の利益額をとりあげ, 公表会計での利益の費用化 (貸倒引当金, 退職給付引当

金の期末残高と期首残高の差額である増加額), 過大償却 (減価償却費の��％の額), 利益の資
本化として資本準備金 (期末残高と期首残高の差額である増加額) を考慮に入れ, これをふり

もどし計算して実質的な利益額を求めることである｡ つまり, 引当金と過大償却については営

業利益の縮小表示と考え, また資本準備金については金融の利益の縮小表示と考えて, それぞ

れの実質利益の算出のためにこれを加算する｡ このようにして, 公表と実質での総資本利益率,

営業資産利益率, 金融資産利益率が算出される｡

資本利益率の計算で示された公表の利益額から実質での利益額を算出する分析は, 当然のこ

とながら, 内部留保分析 (第５篇) でも生かされている｡ 大橋教授は, ｢内部留保の分析の視

角からの独占企業の分析は, ����年代後半から批判的な会計学者によって展開されてきた｣
(���ページ) ことを指摘し, その代表的な分析 (山口孝 『企業分析』 新日本出版社, ����年,
野村秀和 『現代の企業分析』 青木書店, ����年, 角瀬保雄 『経営分析入門』 労働旬報社, ����
年, 同 ｢大企業の利潤と蓄積｣ 『経営志林』 第��巻第２号, 藤井秀樹 ｢内部留保指標の吟味｣

野村秀和編著 『企業分析』 青木書店, ����年等) を紹介・対比しつつ, ｢とくに減価償却と資
本準備金の取扱いにおいて, 基本的な差異が生じていると思われる｣ (���ページ) と述べ, そ
の双方を内部留保とみなす自説をつぎのように展開している｡

まず減価償却について, ｢減価償却は期間損益計算の視点から費用を構成することはいうま

でもないが, 現実には, 多くの部分が過大償却であり利益の費用化となっている｣ のであり,

これを厳密に費用と利益に分解することは困難であるとはいえ, ｢独占企業の減価償却実践を

分析すると, ひかえ目にみても計上される減価償却費の��～��％は過大であると考えられる｡
したがって一般的な目安として, 減価償却費の少なくとも��％あまりは過大償却として分析す
ることができるであろう｡｣ (���ページ) と大橋教授は指摘する｡ このような理解が, 資本利
益率の計算にあたり, 過大償却を減価償却費の��％と想定する根拠となっているのである｡
つぎに資本準備金について, 大橋教授は, ｢資本準備金は, 今日の独占的な大企業では, 財

務, 金融活動をとおして実現した利益であり内部留保に含めるべき性格のものであると考える｡｣

(���ページ) と述べ, ｢財務金融活動として展開される有価証券の取引, さらには株式, 社債
の発行と流通といった証券市場を通じての国民, 中小企業からの収奪についての分析が積極的

にすすめられなければならないであろう｡｣ (���ページ) と指摘する｡ そして大橋教授は, ｢資
本準備金また含み資産による内部留保は, 経営の危機などにあたっては労働者の配分の源泉と

して利用されるべきであることはもちろんであるが, 経常的な企業活動での内部留保とは異な

って, 社会的な視点からの規制と (的確な租税政策によって―引用者) 再配分がすすめられな

ければならない｡｣ (���ページ) と主張している｡
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� むすびにかえて

大橋教授の会計学および経営分析論は, 具体的・現実的であり, かつ体系的・総合的であっ

て, 社会科学としての会計学を長きにわたって追求してきた日本の批判会計学の発展のなかに

おける一つの大きな成果であるといえる｡ 大橋教授の研究には, 会計を分析するということは,

経済・産業のしくみ, またそのなかで生活している人たちのあり方, 社会とのかかわり方を知

ることでもあるという視点が貫いている｡ ｢会計という小窓から社会のしくみが見える｣��) とい
う教授の言葉は, そのような研究姿勢を端的に表すとともに, 大学で会計学教育を実践するう

えでの教授の指針となっているものと思われる��)｡
大橋教授が築いてきたこのような研究業績を, 日本の学界がどのように受けとめ, どのよう

に継承し発展させるべきであるかに関して, 筆者が大切であると考える三つの課題を以下に示

して, むずびにかえたい｡

第一の課題は, 大橋教授の会計学および経営分析論の中核に位置する会計観, つまり ｢総体

としての会計｣ を構成する三つの要素 (公表会計, 本来の会計, 管理会計) の相互関係をいっ

そう立ちいって考察すること, とりわけ ｢本来の会計｣ と ｢公表会計｣ の関係, および ｢本来

の会計｣ と ｢管理会計｣ の関係を詳細に吟味することが必要であると思われる｡ その理由の一

つは, 近年, 減損会計, 退職給付会計などに関するあらたな会計基準が設定されたことによっ

て公表会計は大きく変化し, ｢管理会計｣ では意思決定会計の領域で用いられていたが ｢本来

的な資本運動の観念的な模写｣ としての ｢本来の会計｣ のなかではおよそ考えられなかった将

来キャッシュ・フローの割引現在価値 (���) による測定が採用されてきているからである｡
もう一つの理由は, 大橋教授の示す会計観のうちの ｢本来の会計｣ は, 批判会計学の先達で

ある馬場克三教授のいう ｢会計的方法｣��) あるいは ｢資本主義経済の基礎から出発し, その端

初から組み立てられた会計的モデル｣��) や, 岡部利良教授のいう ｢会計方法｣��) などとどのよう
な関係にあるかを検討することが日本の会計理論の今後の発展にとって大きな意義をもつと思

われるからである｡

第二の課題は, 複式簿記の構造原理に再検討を加えることである｡ 大橋教授は, 商業活動が

発展してくるとその担い手の工夫のなかでごく自然に複式簿記が成立してくると考えているが,

立教経済学研究 第��巻 第３号 ����年���

��) 大橋 『先生教えて！ はじめて学ぶ会計のしくみ』 ���ページ｡��) 大橋教授が, 自然・動植物を愛し, また木彫りの名人でもあることは親しい人の間ではよく知られ
ている (大橋英五 『木と遊ぶ』 柘植書房, ����年がある)｡ 教授のこのような趣味もまた学生を惹き
つける一要因となっている｡��) 馬場克三 『会計理論の基本問題』 森山書店, ����年, ���ページ｡��) 同上, ���ページ｡��) 岡部利良 『現代会計学批判』 森山書店, ����年, ���ページ｡



もしそうだとすれば, 日本で生成した和式複式簿記とイタリアで生成した洋式複式簿記のいず

れの形態をも包摂しうるようないわばメタ理論としての複式簿記原理論を構築することが可能

であろう｡

第三の課題は, 減価償却および経営分析に関する大橋教授の研究業績を世界に発信すること

である｡ そしてその過程およびその延長上で世界の研究者と連携し, 世界の大企業の実態を分

析して, 〈豊かな安定した諸国民の生活〉 をもたらしうるような理論・政策提言をおこなうこ

とである｡ ����リー教授は, 米国では����年代には, 会計と監査についての規範的な研究が
｢批判的研究を除き, 完全に消滅し, 大多数の研究の会計実務への関連性もまた完全に消滅し

た｣��) ことを嘆き, ｢米国の研究者と米国以外の研究者が会計のあらゆるパラダイムや研究方法
論を相互に歓迎し, 包摂しあうように不断につとめる｣��) というような相互批判の研究交流が
今後ますます必要になることを指摘している｡

日本に生まれ幾多の先達の営為によって発展した研究方法論にもとづいて日本で著された優

れた業績を会計学にかかわる世界の人たちに発信し, 新たな理論構築に貢献することもまた会

計学者の大切な仕事であると考える｡
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